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番  号 議      案      名 ページ 

議案第３９号 

専決処分の報告及び承認を求めることについて 

専決第５号 令和３年度宇土市一般会計補正予算（第１７

号）について 

１ 

別冊 

議案第４０号 
専決処分の報告及び承認を求めることについて 

専決第６号 宇土市税条例の一部を改正する条例について 
２ 

議案第４１号 

専決処分の報告及び承認を求めることについて 

専決第７号 宇土市国民健康保険税条例の一部を改正する

条例について 

５ 

議案第４２号 

専決処分の報告及び承認を求めることについて 

専決第７－２号 令和３年度宇土市公共下水道事業会計補

正予算（第３号）について 

７ 

別冊 

議案第４３号 
専決処分の報告及び承認を求めることについて 

専決第８号 宇土市固定資産評価員の選任について 
８ 

議案第４４号 

専決処分の報告及び承認を求めることについて 

専決第９号 令和４年度宇土市一般会計補正予算（第１号）

について 

９ 

別冊 

議案第４５号 宇土市条例の読点の表記を改正する条例について １０ 

議案第４６号 宇土市工場立地法地域準則条例について １１ 

議案第４７号 宇土市税条例等の一部を改正する条例について １５ 

議案第４８号 宇土市税特別措置条例の一部を改正する条例について １９ 

議案第４９号 宇土市芝光苑民間譲渡先選定委員会設置条例について ２０ 

議案第５０号 熊本県市町村総合事務組合規約の一部変更について ２３ 

議案第５１号 財産の取得について ２４ 

議案第５２号 宇土市道路線の認定について ２５ 

議案第５３号 令和４年度宇土市一般会計補正予算（第２号）について 
３０ 

別冊 



 

議案第５４号 
令和４年度宇土市国民健康保険特別会計補正予算（第１号）に

ついて 

３０ 

別冊 

議案第５５号 
令和４年度宇土市介護保険特別会計補正予算（第１号）につい

て 

３１ 

別冊 

議案第５６号 
令和４年度宇土市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）

について 
〃 

議案第５７号 令和４年度宇土市水道事業会計補正予算（第１号）について 
３２ 

別冊 

議案第５８号 
令和４年度宇土市公共下水道事業会計補正予算（第１号）につ

いて 
〃 

議案第５９号 宇土市固定資産評価審査委員会の委員の選任について ３３ 

報告第２号 令和３年度宇土市一般会計継続費繰越計算書の報告について ３４ 

報告第３号 
令和３年度宇土市一般会計繰越明許費繰越計算書の報告につ

いて 
３６ 

報告第４号 
令和３年度宇土市一般会計事故繰越し繰越計算書の報告につ

いて 
４１ 

報告第５号 
令和３年度宇土市水道事業会計継続費繰越計算書の報告につ

いて 
４３ 

報告第６号 
令和３年度宇土市水道事業会計予算繰越計算書の報告につい

て 
４５ 

報告第７号 
令和３年度宇土市公共下水道事業会計継続費繰越計算書の報

告について 
４７ 

報告第８号 
令和３年度宇土市公共下水道事業会計予算繰越計算書の報告

について 
４９ 

報告第９号 宇土市土地開発公社の経営状況の報告について ５１ 

報告第１０号 
専決処分の報告について 

 専決第４号 損害賠償額の決定について 
８０ 
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議案第３９号 

  

   専決処分の報告及び承認を求めることについて 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により，下記の事件を

専決処分したので，同条第３項の規定により次のとおり報告し，その承認を求める。 

 

  令和４年６月３日提出 

宇土市長 元 松 茂 樹    

 

記 

 

専決第５号 

 

専 決 処 分 書 

 

 令和３年度宇土市一般会計補正予算（第１７号）について，地方自治法（昭和２２年法

律第６７号）第１７９条第１項の規定により，別冊のとおり専決処分する。 

 

  令和４年３月２９日専決 

宇土市長 元 松 茂 樹    

 

専決理由 

 既定予算を補正する必要が生じたが，緊急を要し，議会を招集する時間的余裕がないた

め，専決処分するものである。 
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議案第４０号 

  

   専決処分の報告及び承認を求めることについて 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により，下記の事件を

専決処分したので，同条第３項の規定により次のとおり報告し，その承認を求める。 

 

  令和４年６月３日提出 

宇土市長 元 松 茂 樹    

 

記 

 

専決第６号 

 

専 決 処 分 書 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により，次の事件につ

いて専決処分する。 

 

  令和４年３月３１日専決 

宇土市長 元 松 茂 樹    

 

１ 宇土市税条例の一部を改正する条例について 

 

専決理由 

 条例を改正する必要が生じたが，緊急を要し，議会を招集する時間的余裕がないため，

専決処分するものである。 

 

 

   宇土市税条例の一部を改正する条例 

 宇土市税条例（昭和３４年条例第３号）の一部を次のように改正する。 

 第４８条第９項中「第３２１条の８第６０項」を「第３２１条の８第６２項」に，「同

条第６０項」を「同条第６２項」に改め，同条第１５項中「第３２１条の８第６９項」を

「第３２１条の８第７１項」に改める。 

 第７３条の２第１項中「固定資産課税台帳」の次に「（同条第１項ただし書の規定によ

る措置を講じたものを含む。）」を加える。 

 第７３条の３第１項中「事項の証明書」の次に「（同条ただし書の規定による措置を講

じたものを含む。）」を加える。 

 附則第１０条の２第３項中「附則第１５条第１６項」を「附則第１５条第１５項」に改

め，同条第４項中「附則第１５条第２３項」を「附則第１５条第２２項」に改め，同条第
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５項中「附則第１５条第２４項第１号」を「附則第１５条第２３項第１号」に改め，同条

第６項中「附則第１５条第２４項第２号」を「附則第１５条第２３項第２号」に改め，同

条第７項中「附則第１５条第２４項第３号」を「附則第１５条第２３項第３号」に改め，

同条第８項中「附則第１５条第２５項第１号」を「附則第１５条第２４項第１号」に改め，

同条第９項中「附則第１５条第２５項第２号」を「附則第１５条第２４項第２号」に改め，

同条第１０項中「附則第１５条第２７項第１号イ」を「附則第１５条第２６項第１号イ」

に改め，同条第１１項中「附則第１５条第２７項第１号ロ」を「附則第１５条第２６項第

１号ロ」に改め，同条第１２項中「附則第１５条第２７項第１号ハ」を「附則第１５条第

２６項第１号ハ」に改め，同条第１３項中「附則第１５条第２７項第１号ニ」を「附則第

１５条第２６項第１号ニ」に改め，同条第１４項中「附則第１５条第２７項第２号イ」を

「附則第１５条第２６項第２号イ」に改め，同条第１５項中「附則第１５条第２７項第２

号ロ」を「附則第１５条第２６項第２号ロ」に改め，同条第１６項中「附則第１５条第２

７項第２号ハ」を「附則第１５条第２６項第２号ハ」に改め，同条第１７項中「附則第１

５条第２７項第３号イ」を「附則第１５条第２６項第３号イ」に改め，同条第１８項中「附

則第１５条第２７項第３号ロ」を「附則第１５条第２６項第３号ロ」に改め，同条第１９

項中「附則第１５条第２７項第３号ハ」を「附則第１５条第２６項第３号ハ」に改め，同

条第２０項中「附則第１５条第３０項」を「附則第１５条第２９項」に改め，同条第２１

項中「附則第１５条第３４項」を「附則第１５条第３３項」に改め，同条第２２項中「附

則第１５条第３５項」を「附則第１５条第３４項」に改め，同条第２３項中「附則第１５

条第４２項」を「附則第１５条第３９項」に改め，同条第２４項中「附則第１５条第４６

項」を「附則第１５条第４３項」に改め，同条中第２６項を第２７項とし，第２５項を第

２６項とし，第２４項の次に次の１項を加える。 

２５ 法附則第１５条第４４項に規定する市町村の条例で定める割合は４分の３とする。 

 附則第１０条の３第９項中「熱損失防止改修住宅」を「熱損失防止改修等住宅」に，「熱

損失防止改修専有部分」を「熱損失防止改修等専有部分」に，「熱損失防止改修工事」を

「熱損失防止改修工事等」に改め，同条第１１項中「特定熱損失防止改修住宅又は」を「特

定熱損失防止改修等住宅又は」に，「特定熱損失防止改修住宅専有部分」を「特定熱損失

防止改修等住宅専有部分」に，「熱損失防止改修工事」を「熱損失防止改修工事等」に改

める。 

 附則第１２条第１項中「１００分の５」の次に「（商業地等に係る令和４年度分の固定

資産税にあっては，１００分の２．５）」を加える。 

   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は，令和４年４月１日から施行する。 

 （固定資産税に関する経過措置） 

第２条 別段の定めがあるものを除き，この条例による改正後の宇土市税条例の規定中固

定資産税に関する部分は，令和４年度以後の年度分の固定資産税について適用し，令和

３年度分までの固定資産税については，なお従前の例による。 

２ 令和２年４月１日から令和４年３月３１日までの間に取得された地方税法等の一部を

改正する法律（令和４年法律第１号）第１条の規定による改正前の地方税法附則第１５
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条第２項に規定する施設又は設備に対して課する固定資産税については，なお従前の例

による。 
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議案第４１号 

  

   専決処分の報告及び承認を求めることについて 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により，下記の事件を

専決処分したので，同条第３項の規定により次のとおり報告し，その承認を求める。 

 

  令和４年６月３日提出 

宇土市長 元 松 茂 樹    

 

記 

 

専決第７号 

 

専 決 処 分 書 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により，次の事件につ

いて専決処分する。 

 

  令和４年３月３１日専決 

宇土市長 元 松 茂 樹    

 

１ 宇土市国民健康保険税条例の一部を改正する条例について 

 

専決理由 

 条例を改正する必要が生じたが，緊急を要し，議会を招集する時間的余裕がないため，

専決処分するものである。 

 

 

   宇土市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

宇土市国民健康保険税条例（昭和３４年条例第７号）の一部を次のように改正する。 

第２条第２項ただし書中「６３０，０００円」を「６５０，０００円」に改め，同条第

３項ただし書中「１９０，０００円」を「２００，０００円」に改める。 

第２３条第１項中「６３０，０００円」を「６５０，０００円」に，「１９０，０００

円」を「２００，０００円」に改める。 

附則第２項中「同条中」を「同項中」に改める。 

附則第１５項の見出し中「平成２２年度」を「平成３１年度」に改め，同項中「平成２

２年度」を「平成３１年度」に改め，「保険税」の次に「（所得割額に限る。）」を加え，

「，「該当する者」」を「「該当する者」」に改め，同項を附則第１４項とする。 

   附 則 



6 

 （施行期日） 

１ この条例は，令和４年４月１日から施行する。 

 （適用区分） 

２ この条例による改正後の第２条，第２３条及び附則第２項の規定は，令和４年度以後

の年度分の国民健康保険税について適用し，令和３年度分までの国民健康保険税につい

ては，なお従前の例による。 

３ この条例による改正後の附則第１４項の規定は，平成３１年度以後の年度分の国民健

康保険税について適用し，平成３０年度分までの国民健康保険税については，なお従前

の例による。 
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議案第４２号 

  

   専決処分の報告及び承認を求めることについて 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により，下記の事件を

専決処分したので，同条第３項の規定により次のとおり報告し，その承認を求める。 

 

  令和４年６月３日提出 

宇土市長 元 松 茂 樹    

 

記 

 

専決第７－２号 

 

専 決 処 分 書 

 

 令和３年度宇土市公共下水道事業会計補正予算（第３号）について，地方自治法（昭和

２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により，別冊のとおり専決処分する。 

 

  令和４年３月３１日専決 

宇土市長 元 松 茂 樹    

 

専決理由 

 既定予算を補正する必要が生じたが，緊急を要し，議会を招集する時間的余裕がないた

め，専決処分するものである。 
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議案第４３号 

  

   専決処分の報告及び承認を求めることについて 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により，下記の事件を

専決処分したので，同条第３項の規定により次のとおり報告し，その承認を求める。 

 

  令和４年６月３日提出 

宇土市長 元 松 茂 樹    

 

記 

 

専決第８号 

 

専 決 処 分 書 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により，次の事件につ

いて専決処分する。 

 

  令和４年４月４日専決 

宇土市長 元 松 茂 樹    

 

１ 宇土市固定資産評価員の選任について 

 

専決理由 

 宇土市固定資産評価員である税務課長の令和４年４月４日付け人事異動に伴い，後任を

選任する必要が生じたが，緊急を要し，議会を招集する時間的余裕がないため，専決処分

するものである。 

 

 

   宇土市固定資産評価員の選任について 

 

 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第４０４条第２項の規定により，次の者を宇土

市固定資産評価員に選任する。 

 

 宇土市市民環境部税務課長 池田
い け だ

 忠
ただ

陽
あき
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議案第４４号 

  

   専決処分の報告及び承認を求めることについて 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により，下記の事件を

専決処分したので，同条第３項の規定により次のとおり報告し，その承認を求める。 

 

  令和４年６月３日提出 

宇土市長 元 松 茂 樹    

 

記 

 

専決第９号 

 

専 決 処 分 書 

 

 令和４年度宇土市一般会計補正予算（第１号）について，地方自治法（昭和２２年法律

第６７号）第１７９条第１項の規定により，別冊のとおり専決処分する。 

 

  令和４年５月１２日専決 

宇土市長 元 松 茂 樹    

 

専決理由 

 既定予算を補正する必要が生じたが，緊急を要し，議会を招集する時間的余裕がないた

め，専決処分するものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



10 

議案第４５号 

 

宇土市条例の読点の表記を改正する条例について 

 

宇土市条例の読点の表記を改正する条例を次のように制定する。 

 

  令和４年６月３日提出 

宇土市長 元 松 茂 樹    

 

   宇土市条例の読点の表記を改正する条例 

 （趣旨） 

第１条 この条例は，宇土市条例の読点の整備に関し，必要な事項を定めるものとする。 

 （読点の表記に関する改正） 

第２条 この条例の施行前に公布された宇土市条例において，読点として表記する「，」を

「、」に改める。 

   附 則 

 この条例は，令和５年４月１日から施行する。 

 

 

提案理由 

国の機関において，公用文の作成に係る表記の原則が見直されたことに伴い，宇土市条

例の読点の表記を見直すため，条例を制定する。 

これが，この議案を提出する理由である。 
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議案第４６号 

 

宇土市工場立地法地域準則条例について 

 

宇土市工場立地法地域準則条例を次のように制定する。 

 

  令和４年６月３日提出 

宇土市長 元 松 茂 樹    

 

   宇土市工場立地法地域準則条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は，工場立地法（昭和３４年法律第２４号。以下「法」という。）第４条

の２第１項の規定に基づき，法第４条第１項の規定により公表された準則（以下「法準

則」という。）に代えて適用すべき準則を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この条例における用語の意義は，法において使用する用語の例による。 

 （区域並びに緑地及び環境施設の面積の敷地面積に対する割合） 

第３条 法第４条の２第１項に規定する区域並びに当該区域における緑地及び環境施設の

それぞれの面積の敷地面積に対する割合は，次の表のとおりとする。 

区域の区分 設定区域 緑地の面積の敷

地面積に対する

割合 

環境施設の面積

の敷地面積に対

する割合 

第１種区域 都市計画法（昭和４３年法律第

１００号）第８条第１項第１号

の第一種低層住居専用地域，第

一種中高層住居専用地域，第一

種住居地域，第二種住居地域，

準住居地域，近隣商業地域又は

商業地域の指定を受けている区

域 

１００分の２０

超 

１００分の２５

超 

第２種区域 都市計画法第８条第１項第１号

の準工業地域の指定を受けてい

る区域 

１００分の１０

以上 

１００分の１５

以上 

第３種区域 都市計画法第８条第１項第１号

の工業地域又は工業専用地域の

指定を受けている区域 

１００分の１０

以上 

１００分の１５

以上 

第４種区域 第１種，第２種及び第３種区域

以外の区域 

１００分の５以

上 

１００分の１０

以上 

 （敷地が２以上の区域にわたる場合の適用） 
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第４条 特定工場の敷地が前条の表に規定する区域のうち，２以上の区域にわたる場合に

おける同条の規定の適用については，同表に規定するいずれかの区域の割合が最も高い

区域における同条の規定を当該敷地の全部に適用する。 

 （建築物屋上等緑化施設等の緑地面積への算入割合） 

第５条 工場立地法施行規則（昭和４９年大蔵省，厚生省，農林省，通商産業省，運輸省

令第１号。以下「規則」という。）第４条に規定する緑地以外の環境施設以外の施設又は

同条第１号トに掲げる施設と重複する土地及び規則第３条に規定する建築物屋上等緑

化施設については，敷地面積に緑地面積率を乗じて得た面積の１００分の５０の割合ま

で緑地面積率の算定に用いる緑地の面積に算入することができるものとする。 

 （本市に隣接する地方公共団体の長との協議） 

第６条 特定工場の敷地が本市に隣接する地方公共団体の区域にわたるときは，市長が当

該地方公共団体の長と協議し，適切な措置を講ずるものとする。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は，公布の日から施行する。 

 （既存工場等に係る緑地及び環境施設の面積の算定） 

２ 次項に定める場合を除き，昭和４９年６月２８日までに設置されている又は設置のた

めの工事が行われている法第６条第１項に規定する製造業等に係る特定工場（以下「既

存工場等」という。）が第３条の表における第１種区域に存する場合であって，当該既存

工場等において，生産施設の面積の変更（生産施設の面積の減少を除く。以下同じ。）が

行われるときは，同条の表の各欄に定める割合に適合する緑地及び環境施設の面積の算

定は，それぞれ次の各号に掲げる式によって行うものとする。 

 (1) 当該生産施設の面積の変更に伴い設置する緑地の面積 

  Ｇ ≧
Ｐ

γ
（０．２ −

Ｇ
０

Ｓ
） 

  ただし，
Ｐ

γ
（０．２ −

Ｇ
０

Ｓ
）＞０．２Ｓ −Ｇ

１
＞０のときは 

  Ｇ ≧０．２Ｓ－Ｇ
１
とし，０．２Ｓ－Ｇ

１
≦０のときはＧ ≧０とする。 

 (2) 当該生産施設の面積の変更に伴い設置する環境施設の面積 

  Ｅ ≧
Ｐ

γ
（０．２５ −

Ｅ
０

Ｓ
） 

ただし，
Ｐ

γ
（０．２５ −

Ｅ
０

Ｓ
）＞０．２５Ｓ −Ｅ

１
＞０のときは 

Ｅ ≧０．２５Ｓ－Ｅ
１
とし，０．２５Ｓ－Ｅ

１
≦０のときはＥ ≧０とする。   
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３ 法準則別表第１の上欄に掲げる２以上の業種に属する既存工場等が，第３条の表にお

ける第１種区域に存する場合であって，当該既存工場等において生産施設の面積の変更

が行われるときは，同条の表の各欄に定める割合に適合する緑地及び環境施設の面積の

算定は，それぞれ次の各号に掲げる式によって行うものとする。 

 (1) 当該生産施設の面積の変更に伴い設置する緑地の面積 

  Ｇ ≧ ∑
Ｐ

ｊ

γ
ｊ

ｎ

ｊ＝１

（０．２ −
Ｇ

０

Ｓ
） 

  ただし， ∑
Ｐ

ｊ

γ
ｊ

ｎ

ｊ＝１

（０．２ −
Ｇ

０

Ｓ
）＞０．２Ｓ－Ｇ

１
＞０のときは 

  Ｇ ≧０．２Ｓ −Ｇ
１
とし，０．２Ｓ −Ｇ

１
≦０のときはＧ ≧０とする。 

 (2) 当該生産施設の面積の変更に伴い設置する環境施設の面積 

  Ｅ ≧ ∑
Ｐ

ｊ

γ
ｊ

（０．２５ −
Ｅ

０

Ｓ
）

ｎ

ｊ＝１

 

  ただし， ∑
Ｐ

ｊ

γ
ｊ

（

ｎ

ｊ＝１

０．２５ −
Ｅ

０

Ｓ
）＞０．２５Ｓ −Ｅ

１
＞０のときは 

 Ｅ ≧０．２５Ｓ－Ｅ
１
とし，０．２５Ｓ－Ｅ

１
≦０のときはＥ ≧０とする。 

４ 第３条の表に掲げる第２種区域，第３種区域又は第４種区域の範囲内に存する既存工

場等において生産施設の面積の変更が行われるときの同条に規定する割合に適合する緑

地及び環境施設の面積の算定については前２項の規定を準用する。この場合において，

第２種区域及び第３種区域については，同項中「０．２」とあるのは「０．１」と，「０．

２５」とあるのは「０．１５」と読み替えるものとし，第４種区域については，同項中

「０．２」とあるのは「０．０５」と，「０．２５」とあるのは「０．１」と読み替える

ものとする。 

５ 附則第２項各号及び第３項各号（前項において準用する場合を含む。）に掲げる式にお

いて，次の各号に掲げる記号は，当該各号に定める数値を表すものとする。 

 (1) Ｇ 当該変更に伴い設置する緑地の面積 

 (2) Ｐ 当該変更に係る生産施設の面積 

 (3) γ 当該既存工場等が属する法準則別表第１の上欄に掲げる業種についての同表

の下欄に掲げる割合 

 (4) Ｇ
０
 当該変更に係る届出前に設置されている緑地（当該届出前に届け出られた緑

地の面積の変更に係るものを含む。以下同じ。）の面積の合計のうち，昭和４９年６月

２９日以後の当該変更以外の生産施設の面積の変更に伴い最低限設置することが必要
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な緑地の面積の合計を超える面積 

 (5) Ｓ 当該既存工場等の敷地面積 

 (6) Ｇ
１
 当該変更に係る届出前に設置されている緑地の面積の合計 

 (7) Ｅ 当該変更に伴い設置する環境施設の面積 

 (8) Ｅ
０
 当該変更に係る届出前に設置されている環境施設（当該届出前に届け出られ

た環境施設の面積の変更に係るものを含む。以下同じ。）の面積の合計のうち，昭和４

９年６月２９日以後の当該変更以外の生産施設の面積の変更に伴い最低限設置するこ

とが必要な環境施設の面積の合計を超える面積 

 (9) Ｅ
１
 当該変更に係る届出前に設置されている環境施設の面積の合計 

 (10) n 当該既存工場等が属する業種の個数 

 (11) Ｐ
ｊ
 当該変更に係るｊ業種に属する生産施設の面積 

(12) γ
ｊ
 ｊ業種についての法準則別表第１の下欄に掲げる割合 

 

 

提案理由 

 工場立地法の規定により公表された準則に代えて適用すべき準則を定めるため，条例を

制定する。 

これが，この議案を提出する理由である。 
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議案第４７号 

 

   宇土市税条例等の一部を改正する条例について 

 

宇土市税条例等の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

  令和４年６月３日提出 

宇土市長 元 松 茂 樹    

 

   宇土市税条例等の一部を改正する条例 

 （宇土市税条例の一部改正） 

第１条 宇土市税条例（昭和３４年条例第３号）の一部を次のように改正する。 

  第１８条の４第１項中「交付」の次に「（法第３８２条の４に規定する当該証明書に住

所に代わる事項の記載をしたものの交付を含む。）」を加える。 

  第３３条第４項を次のように改める。 

 ４ 前項の規定は，前年分の所得税に係る第３６条の３第１項に規定する確定申告書に

特定配当等に係る所得の明細に関する事項その他施行規則に定める事項の記載がある

ときは，当該特定配当等に係る所得の金額については，適用しない。 

  第３３条第６項を次のように改める。 

 ６ 前項の規定は，前年分の所得税に係る第３６条の３第１項に規定する確定申告書に

特定株式等譲渡所得金額に係る所得の明細に関する事項その他施行規則に定める事項

の記載があるときは，当該特定株式等譲渡所得金額に係る所得の金額については，適

用しない。 

  第３４条の９第１項中「特定配当等申告書」及び「特定株式等譲渡所得金額申告書」

を「確定申告書」に改め，同条第２項中「申告書に係る年度分の個人の県民税」を「確

定申告書に係る年の末日の属する年度の翌年度分の個人の県民税」に改める。 

  第３６条の２第１項ただし書中「所得税法第２条第１項第３３号の４に規定する源泉

控除対象配偶者」を「所得割の納税義務者（前年の合計所得金額が９００万円以下であ

るものに限る。）の法第３１４条の２第１項第１０号の２に規定する自己と生計を一に

する配偶者（前年の合計所得金額が９５万円以下であるものに限る。）で控除対象配偶者

に該当しないもの」に改め，同条第２項中「第２条第４項ただし書」を「第２条第３項

ただし書」に改める。 

  第３６条の３第２項中「附記された事項」を「付記された事項」に改め，同条第３項

中「附記し」を「付記し」に改める。 

  第３６条の３の２の見出し中「扶養親族申告書」を「扶養親族等申告書」に改め，同

条第１項中第３号を第４号とし，第２号を第３号とし，第１号の次に次の１号を加える。 

  (2) 所得割の納税義務者（合計所得金額が１，０００万円以下であるものに限る。）

の自己と生計を一にする配偶者（法第３１３条第３項に規定する青色事業専従者に

該当するもので同項に規定する給与の支払を受けるもの及び同条第４項に規定する

事業専従者に該当するものを除き，合計所得金額が１３３万円以下であるものに限



16 

る。次条第１項において同じ。）の氏名 

  第３６条の３の３の見出し中「扶養親族申告書」を「扶養親族等申告書」に改め，同

条第１項中「あって，」の次に「特定配偶者（所得割の納税義務者（合計所得金額が９０

０万円以下であるものに限る。）の自己と生計を一にする配偶者（退職手当等（第５３条

の２に規定する退職手当等に限る。以下この項において同じ。）に係る所得を有する者で

あって，合計所得金額が９５万円以下であるものに限る。）をいう。第２号において同じ。）

又は」を，「控除対象扶養親族」の次に「であって退職手当等に係る所得を有しない者」

を加え，同項中第３号を第４号とし，第２号を第３号とし，第１号の次に次の１号を加

える。 

  (2) 特定配偶者の氏名 

  第５３条の７中「第２条第４項ただし書」を「第２条第３項ただし書」に改める。 

  第７３条の２第１項中「閲覧の手数料」を「閲覧（法第３８２条の４に規定する固定

資産課税台帳に住所に代わる事項の記載をしたものの閲覧を含む。）の手数料」に改める。 

  第７３条の３第１項中「交付」の次に「（法第３８２条の４に規定する当該証明書に住

所に代わる事項の記載をしたものの交付を含む。）の」を加える。 

  附則第７条の３の２第１項中「令和１５年度」を「令和２０年度」に，「令和３年」を

「令和７年」に改める。 

  附則第１６条の３第２項を次のように改める。 

 ２ 前項の規定のうち，租税特別措置法第８条の４第２項に規定する特定上場株式等の

配当等（以下この項において「特定上場株式等の配当等」という。）に係る配当所得に

係る部分は，市民税の所得割の納税義務者が前年分の所得税について特定上場株式等

の配当等に係る配当所得につき同条第１項の規定の適用を受けた場合に限り適用する。 

  附則第１７条の２第３項中「，第３７条の８又は第３７条の９」を「又は第３７条の

８」に改める。 

  附則第２０条の２第４項を次のように改める。 

 ４ 前項後段の規定は，特例適用配当等に係る所得が生じた年分の所得税に係る第３６

条の３第１項に規定する確定申告書に前項後段の規定の適用を受けようとする旨の記

載があるときに限り，適用する。 

  附則第２０条の３第４項を次のように改める。 

 ４ 前項後段の規定は，条約適用配当等に係る所得が生じた年分の所得税に係る第３６

条の３第１項に規定する確定申告書に前項後段の規定の適用を受けようとする旨の記

載があるときに限り，適用する。 

  附則第２０条の３第６項中「年の翌年の４月１日の属する年度分の」を「年分の所得

税に係る」に，「条約適用配当等申告書にこの項」を「確定申告書にこの項」に改め，「（条

約適用配当等申告書にこれらの記載がないことについてやむを得ない理由があると市

長が認めるときを含む。）」を削る。 

  附則第２６条を削る。 

 （宇土市税条例の一部を改正する条例の一部改正） 

第２条 宇土市税条例の一部を改正する条例（令和３年条例第１５号）の一部を次のよう

に改正する。 
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  宇土市税条例第３６条の３の３第１項の改正規定中「控除対象扶養親族を除く」を「年

齢１６歳未満の者」を「扶養親族（」の次に「年齢１６歳未満の者又は」を加え，「有し

ない者を除く」を「有する者」に改める。 

  附則第２条中「宇土市税条例の規定中個人の市民税に関する部分」を「第２４条第２

項及び第３６条の３の３第１項並びに附則第５条第１項の規定」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は，次の各号に掲げる区分に応じ，それぞれ当該各号に定める日から施

行する。 

 (1) 第１条中宇土市税条例第３６条の３の２の見出し及び同条第１項並びに第３６条

の３の３の見出し及び同条第１項の改正規定並びに同条例附則第７条の３の２第１項

及び第１７条の２第３項の改正規定並びに同条例附則第２６条を削る改正規定並びに

第２条（次号に掲げる改正規定を除く。）の規定並びに附則第３条第１項及び第２項の

規定 令和５年１月１日 

 (2) 第１条中宇土市税条例第３３条第４項及び第６項，第３４条の９第１項及び第２項，

第３６条の２第１項ただし書及び第２項，第３６条の３第２項及び第３項並びに第５

３条の７の改正規定並びに同条例附則第１６条の３第２項，第２０条の２第４項並び

に第２０条の３第４項及び第６項の改正規定並びに第２条（宇土市税条例の一部を改

正する条例（令和３年条例第１５号）附則第２条の改正規定に限る。）の規定並びに附

則第３条第３項の規定 令和６年１月１日 

 (3) 第１条中宇土市税条例第１８条の４第１項の改正規定，同条例第７３条の２第１項

の改正規定及び同条例第７３条の３第１項の改正規定並びに次条並びに附則第４条第

１項及び第２項の規定 民法等の一部を改正する法律（令和３年法律第２４号）附則

第１条第２号に掲げる規定の施行の日         

 （納税証明書に関する経過措置） 

第２条 前条第３号に掲げる規定による改正後の宇土市税条例第１８条の４第１項（地方

税法（昭和２５年法律第２２６号）第３８２条の４に係る部分に限る。）の規定は，同号

に掲げる規定の施行の日以後にされる同法第２０条の１０の規定による証明書の交付

について適用する。 

 （市民税に関する経過措置） 

第３条 第１条の規定による改正後の宇土市税条例（以下「新条例」という。）第３６条の

３の２第１項の規定は，附則第１条第１号に掲げる規定の施行の日（以下この項及び次

項において「１号施行日」という。）以後に支払を受けるべき第３６条の３の２第１項に

規定する給与について提出する同項及び同条第２項に規定する申告書について適用し，

１号施行日前に支払を受けるべき第１条の規定による改正前の宇土市税条例（次項にお

いて「旧条例」という。）第３６条の３の２第１項に規定する給与について提出した同項

及び同条第２項に規定する申告書については，なお従前の例による。 

２ 新条例第３６条の３の３第１項の規定は，１号施行日以後に支払を受けるべき所得税

法（昭和４０年法律第３３号）第２０３条の６第１項に規定する公的年金等（同法第２

０３条の７の規定の適用を受けるものを除く。以下この項において「公的年金等」とい
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う。）について提出する新条例第３６条の３の３第１項に規定する申告書について適用

し，１号施行日前に支払を受けるべき公的年金等について提出した旧条例第３６条の３

の３第１項に規定する申告書については，なお従前の例による。 

３ 附則第１条第２号に掲げる規定による改正後の宇土市税条例の規定中個人の市民税に

関する部分は，令和６年度以後の年度分の個人の市民税について適用し，令和５年度分

までの個人の市民税については，なお従前の例による。 

 （固定資産税に関する経過措置） 

第４条 附則第１条第３号に掲げる規定による改正後の宇土市税条例第７３条の２第１項

の規定は，同号に掲げる規定の施行の日以後にされる地方税法第３８２条の２の規定に

よる固定資産課税台帳（同条第１項ただし書の規定による措置を講じたものを含む。）の

閲覧について適用する。 

２ 附則第１条第３号に掲げる規定による改正後の宇土市税条例第７３条の３第１項の規

定は，同号に掲げる規定の施行の日以後にされる地方税法第３８２条の３の規定による

証明書（同条ただし書の規定による措置を講じたものを含む。）の交付について適用する。 

 

 

提案理由 

 地方税法の改正に伴い，条例を改正する。 

 これが，この議案を提出する理由である。 
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議案第４８号 

 

宇土市税特別措置条例の一部を改正する条例について 

 

宇土市税特別措置条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

  令和４年６月３日提出 

宇土市長 元 松 茂 樹    

 

宇土市税特別措置条例の一部を改正する条例 

宇土市税特別措置条例（昭和５７年条例第２８号）の一部を次のように改正する。 

第２条第１号中「第１２条第３項（同項の表の第２号に係る部分に限る。）」を「第１２

条第４項の表の第２号」に，「第４５条第２項（同項の表の第２号に係る部分に限る。）」を

「第４５条第３項の表の第２号」に改め，同号ア中「第２８条の９第１０項」を「第２８

条の９第１０項第１号」に改める。 

   附 則 

 この条例は，公布の日から施行する。 

 

 

提案理由 

 半島振興法第１７条の地方税の不均一課税に伴う措置が適用される場合等を定める省令

（平成７年自治省令第１６号）の改正に伴い，条例を改正する。 

 これが，この議案を提出する理由である。 
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議案第４９号 

 

   宇土市芝光苑民間譲渡先選定委員会設置条例について 

 

 宇土市芝光苑民間譲渡先選定委員会設置条例を次のように制定する。 

 

  令和４年６月３日提出 

宇土市長 元 松 茂 樹    

 

   宇土市芝光苑民間譲渡先選定委員会設置条例 

 （設置） 

第１条 宇土市芝光苑を民間譲渡するに当たり，譲渡先法人の候補者の審査及び選定を公

平かつ適正に行うため，宇土市芝光苑民間譲渡先選定委員会（以下「委員会」という。）

を設置する。 

 （所掌事務） 

第２条 委員会は，次に掲げる事項について審議し，その結果を市長に報告する。 

 (1) 譲渡先法人の候補者の審査及び選定に関すること。 

 (2) 前号に掲げるもののほか，譲渡先法人の候補者の審査及び選定に関し，市長が必要

と認める事項に関すること。 

 （組織） 

第３条 委員会は，委員６人以内で組織する。 

２ 委員は，次に掲げる者のうちから市長が委嘱し，又は任命する。 

 (1) 学識経験を有する者 

 (2) 法人等の財務会計に関する専門的知見を有する者 

 (3) 高齢者福祉に関する専門的知見を有する者 

 (4) 前３号に掲げるもののほか，市長が特に必要と認める者  

 （委員の任期） 

第４条 委員の任期は，委嘱又は任命の日から市と譲渡先法人が宇土市芝光苑に係る譲渡

契約を締結する日までとする。ただし，委員が欠けた場合における補欠委員の任期は，

前任者の残任期間とする。 

 （委員長及び副委員長） 

第５条 委員会に委員長及び副委員長を置き，それぞれ委員の互選により定める。 

２ 委員長は，会務を総理し，委員会を代表する。 

３ 副委員長は，委員長を補佐し，委員長に事故があるとき，又は委員長が欠けたときは，

その職務を代理する。 

 （会議） 

第６条 委員会の会議は，第４条の規定による任期の間において，最初のものは市長が，

２回目以降のものは委員長が招集し，いずれも委員長が議長となる。 

２ 委員会は，委員の半数以上が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 委員会は，必要があると認めるときは，会議に委員以外の関係者の出席を求めて意見
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若しくは説明を聴き，又は必要な資料の提出を求めることができる。 

４ 委員会の会議は，非公開とする。 

（守秘義務） 

第７条 委員は，職務上知り得た秘密を他に漏らしてはならない。その職を退いた後も同

様とする。 

２ 前条第３項の規定により会議に出席した者は，会議において知り得た秘密を他に漏ら

してはならない。 

（庶務） 

第８条 委員会の庶務は，健康福祉部高齢者支援課において処理する。 

（その他） 

第９条 この条例に定めるもののほか，委員会の運営に関し必要な事項は，委員長が委員

会に諮って定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は，公布の日から施行する。ただし，附則第３項の規定は，附則第４項に規

定する日の翌日から施行する。 

 （特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

２ 特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（昭和５０年条例第６

号）の一部を次のように改正する。 

  別表第１中 

「  

 子ども・子育て会議委員   

                                      」を 

 「 

 芝光苑民間譲渡先選定委員会委員   

 子ども・子育て会議委員   

                                      」に

改める。 

３ 特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部を次のように改

正する。 

  別表第１中 

 「 

 芝光苑民間譲渡先選定委員会委員   

 子ども・子育て会議委員   

                                      」を 

「  

 子ども・子育て会議委員   

                                      」に 

改める。 
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 （失効） 

４ この条例（前２項の規定を除く。）は，市と譲渡先法人が宇土市芝光苑に係る譲渡契約

を締結した日限り，その効力を失う。 

 

 

提案理由 

 宇土市芝光苑を民間譲渡するに当たり，譲渡先法人の候補者の審査及び選定を行うため

の機関を設けるため，条例を制定する。 

 これが，この議案を提出する理由である。 
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議案第５０号 

   

熊本県市町村総合事務組合規約の一部変更について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８６条第１項の規定により，熊本県市町村

総合事務組合規約（平成１６年９月２９日熊本県指令市町村第１６号）の一部を次のとお

り変更する。 

 

  令和４年６月３日提出 

宇土市長 元 松 茂 樹    

 

   熊本県市町村総合事務組合規約の一部を変更する規約 

 熊本県市町村総合事務組合規約（平成１６年９月２９日熊本県指令市町村第１６号）の

一部を次のように変更する。 

 別表第１及び別表第２中「小国町外一ケ町公立病院組合」を「小国郷公立病院組合」に

改める。 

   附 則 

 この規約は，地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８６条第１項の規定による熊

本県知事の許可のあった日から施行し，この規約による改正後の熊本県市町村総合事務組

合規約の規定は，令和４年４月１日から適用する。 

 

 

提案理由 

 熊本県市町村総合事務組合規約を変更しようとするときは，地方自治法第２９０条の規

定により，議会の議決を経る必要がある。 

 これが，この議案を提出する理由である。 
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議案第５１号 

 

   財産の取得について 

 

 次のとおり財産を取得する。 

 

  令和４年６月３日提出 

宇土市長 元 松 茂 樹    

 

１ 取得する財産  電子黒板一式（８０セット） 

２ 取得の方法   指名競争入札 

３ 取得価格    ４１，２３４，６００円（消費税及び地方消費税相当額を含む。） 

４ 契約の相手方  宇土市城之浦町２３３番地 

株式会社アンサー・インターナショナル 

          代表取締役 曽方 之 

 

 

提案理由 

 予定価格２，０００万円以上の財産の取得は，議会の議決に付すべき契約及び財産の取

得又は処分に関する条例（昭和３９年条例第６号）第３条の規定により，議会の議決を必

要とする。 

 これが，この議案を提出する理由である。 
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議案第５２号 

 

   宇土市道路線の認定について 

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第１項の規定に基づき，次のとおり市道の

路線を認定する。 

 

  令和４年６月３日提出 

宇土市長 元 松 茂 樹    

 

路線番号 路線名 起点 終点 
重要な

経過地 

４－１５８ 入地４号線 
入地町字塩田８４

番３地先 

入地町字塩田１１

番８地先 

 

４－１５９ 入地５号線 
入地町字塩田８４

番３地先 

入地町字塩田６９

番１４地先 

 

４－１６０ 入地６号線 
入地町字塩田４０

番１６地先 

入地町字塩田４０

番８地先 

 

４－１６１ 入地７号線 
入地町字塩田８５

番８地先 

入地町字塩田５５

番３地先 

 

 

 

提案理由 

市道の路線を認定するには，道路法第８条第２項の規定により，議会の議決を経る必要

がある。 

これが，この議案を提出する理由である。
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認 定 路 線 位 置 図

4-158 入地4号線
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認 定 路 線 位 置 図

4-159 入地5号線
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認 定 路 線 位 置 図

4-158 入地4号線

4-159 入地5号線

4-160 入地6号線
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認 定 路 線 位 置 図

4-158 入地4号線

4-159 入地5号線

4-160 入地6号線
4-161 入地7号線
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議案第５３号 

 

令和４年度宇土市一般会計補正予算（第２号）について 

 

令和４年度宇土市一般会計補正予算（第２号）を別冊のとおり定める。 

 

令和４年６月３日提出 

宇土市長 元 松 茂 樹    

 

 

提案理由 

予算を定めるには，地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項の規定によ

り，議会の議決を必要とする。 

これが，この議案を提出する理由である。 

 

 

 

 

 

 

議案第５４号 

 

令和４年度宇土市国民健康保険特別会計補正予算（第１号）について 

 

令和４年度宇土市国民健康保険特別会計補正予算（第１号）を別冊のとおり定める。 

 

令和４年６月３日提出 

宇土市長 元 松 茂 樹    

 

 

提案理由 

予算を定めるには，地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項の規定によ

り，議会の議決を必要とする。 

これが，この議案を提出する理由である。 
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議案第５５号 

 

令和４年度宇土市介護保険特別会計補正予算（第１号）について 

 

令和４年度宇土市介護保険特別会計補正予算（第１号）を別冊のとおり定める。 

 

令和４年６月３日提出 

宇土市長 元 松 茂 樹    

 

 

提案理由 

予算を定めるには，地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項の規定によ

り，議会の議決を必要とする。 

これが，この議案を提出する理由である。 

 

 

 

 

 

 

議案第５６号 

 

令和４年度宇土市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）について 

 

令和４年度宇土市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）を別冊のとおり定める。 

 

令和４年６月３日提出 

宇土市長 元 松 茂 樹    

 

 

提案理由 

予算を定めるには，地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項の規定によ

り，議会の議決を必要とする。 

これが，この議案を提出する理由である。 
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議案第５７号 

 

令和４年度宇土市水道事業会計補正予算（第１号）について 

 

令和４年度宇土市水道事業会計補正予算（第１号）を別冊のとおり定める。 

 

令和４年６月３日提出 

宇土市長 元 松 茂 樹    

 

 

提案理由 

予算を定めるには，地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項の規定によ

り，議会の議決を必要とする。 

これが，この議案を提出する理由である。 

 

 

 

 

 

 

議案第５８号 

 

令和４年度宇土市公共下水道事業会計補正予算（第１号）について 

 

令和４年度宇土市公共下水道事業会計補正予算（第１号）を別冊のとおり定める。 

 

令和４年６月３日提出 

宇土市長 元 松 茂 樹    

 

 

提案理由 

予算を定めるには，地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項の規定によ

り，議会の議決を必要とする。 

これが，この議案を提出する理由である。 


